
伊東市青少年健全育成活動応援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の未来を担う青少年の健全育成を推進するために行う活動（以

下「青少年健全育成活動」という。）を行うものに対し、予算の範囲内において伊東市

青少年健全育成活動応援補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その

交付については伊東市補助金等交付規則（昭和３９年伊東市規則第１１号）に定めるも

ののほか、この要綱に定めるところによる。 

（補助対象活動） 

第２条 補助金の対象となる活動（以下「補助対象活動」という。）は、この要綱の趣旨

に照らして市長が必要と認める活動であって、次の各号の区分に応じ、当該各号に定め

る活動とする。ただし、営利を目的とした活動を除く。 

⑴ 青少年応援活動 一年を通して行う活動であって、本市に住所を有する子ども（満

６歳に達した日の翌日以後における最初の４月１日から１８歳に達する日以後の最初

の３月３１日までの間にある者をいう。以下同じ。）を対象とした青少年健全育成活

動 

⑵ 青少年交流活動 本市に住所を有する子どもが市外の子どもと交流することを目的

とした活動 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、前条各号に掲げる活動を行う者であって、次の

各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 市内に事務局を有しているもの 

⑵ １年以上の活動実績を有しているもの 

⑶ 予算の編成及び決算の確定を明確に行っているもの 

⑷ 市が行う他の補助金の交付を受けていないもの 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

⑴ 青少年応援活動 別表の左欄の市内に住所を有する子どもの数に応じ、同表の右欄

に掲げる額とする。 

⑵ 青少年交流活動 活動に要した費用の１／２以内とし、５万円を限度とする。ただ

し、１００円未満の端数がある場合には、これを切り捨てる。 



２ 前項第２号の青少年交流活動に対する補助金は、１年度につき１回までとする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、伊東市青少年

健全育成活動応援補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

⑴ 活動計画書（新規・変更）（第２号様式） 

⑵ 収支予算書（新規・変更）（第３号様式） 

⑶ 会員名簿 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請に係る補助金の交付が適当である

か否かを審査し、交付の決定をしなければならない。 

２ 市長は、前項の決定をしたときは、速やかに伊東市青少年健全育成活動応援補助金交

付額決定通知書（第４号様式）により申請者に通知しなければならない。 

（変更） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、補助金の交付

決定の内容を変更しようとするときは、あらかじめ伊東市青少年健全育成活動応援補助

金変更承認申請書（第５号様式）に次に掲げる書類を添付して市長に提出し、その承認

を受けなければならない。 

⑴ 活動計画書（新規・変更）（第２号様式） 

⑵ 収支予算書（新規・変更）（第３号様式） 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

（実績報告） 

第８条 交付決定者は、補助対象活動を完了した日から起算して１月を超えない日又は当

該補助金の交付決定に係る年度の３月３１日のいずれか早い日までに、伊東市青少年健

全育成活動応援補助金完了報告書（第６号様式）に次に掲げる書類を添付し、市長に提

出しなければならない。 

⑴ 活動報告書（第７号様式） 

⑵ 収支決算書（第８号様式） 

⑶ その他市長が必要と認める書類 



（補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定による報告書の提出を受けたときは、その内容を審査し、適

当と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、伊東市青少年健全育成活動応援補

助金確定通知書（第９号様式）により交付決定者に通知しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１０条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決

定を取り消すとともに、既に交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

⑴ 虚偽その他不正な行為により補助金の交付を受けたとき。 

⑵ この要綱に違反したとき。 

⑶ 第３条に規定する補助対象者としての要件を欠くこととなったとき。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

青少年応援活動 

市内に住所を有する子どもの数 補助金の額 

 

５人以下 

円 

１５，０００ 

６人以上１０人以下 ３０，０００ 

１１人以上１５人以下 ４５，０００ 

１６人以上２０人以下 ６０，０００ 

２１人以上３０人以下 ９０，０００ 

３１人以上５０人以下 １５０，０００ 

５１人以上７５人以下 ２００，０００ 

７６人以上１００人以下 ２５０，０００ 

１０１人以上 ３００，０００ 

 


